住宅耐震改修に伴う固定資産税の減額について


平成18年度の税制改正において、暮らしの安全と安心のための税制の一環として固定資産税に係る耐震改修促進税制が創設しました。この制度により、住宅に一定の耐震改修をおこなった場合、その住宅に係る固定資産税が減額されます。

１．減額措置の適用条件

（１）住宅の要件
☐　昭和57年1月1日以前から所在する住宅であること
（２）工事の要件
　☐　現行の耐震基準に適合する改修工事であること
☐　耐震改修工事費用が50万円（税込）を超える金額であること
　※耐震改修とは直接関係のない、壁紙の張り替え等に係る費用は対象工事額に含まれません
☐　令和８年３月31日までに工事が完了すること

２．減額の内容

（１）耐震改修工事が完了した年の翌年度分の固定資産税を１/２減額
耐震改修後、当該家屋が認定長期優良住宅に該当する場合は２/３減額
　　　※都市計画税は減額されません
（２）１戸あたり120㎡相当分までの固定資産税が１/２減額
120㎡を超える部分は通常の固定資産税が課税されます

３．申告の手続き

減額の適用を受けるには、耐震改修後3ヶ月以内に大河原町税務課へ申告が必要です。
（１）提出書類
☐　耐震改修住宅に係る固定資産税の減額適用申告書
（２）添付書類
☐　耐震改修工事に要した費用を証する書類
　☐　現行の耐震基準に適合する改修工事であることを証明する書類（以下のいずれか１つ）
　ア　増改築等工事証明書
　イ　住宅耐震改修証明書
　ウ　住宅性能評価書の写し
　☐　認定通知書の写し（認定長期優良住宅に該当することとなった場合）

４．留意点

（１）新築住宅の軽減又は省エネ改修住宅に係る固定資産税の減額制度との併用はできません。
（２）この制度による減額は１度しか受けることができません。

５．問い合せ

（１）耐震改修工事に関する問合せ先：大河原町役場　地域整備課（53-2445）
（２）固定資産税減額申告に関する問合せ先：大河原町役場　税務課（53-2113）


固定資産税住宅耐震改修減額申告書

令和　　年　　月　　日

大河原町長　様

	
	申　告　者
（納税義務者）
	住所・所在
	

	
	
	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
	

	
	
	氏名・名称
	

	
	
	電　　　話
	

	
	
	個人番号
又は法人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	代　理　人
（別紙にて委任状を添付してください。）
	住所・所在
	

	
	
	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
	

	
	
	氏名・名称
	

	
	
	電　　　話
	



[bookmark: _Hlk50382807]下記の物件について、地方税法附則第15条の９第１項の規定による固定資産税の減額を受けたいので、大河原町税条例附則第10条の３第８項の規定に基づき、事実を証する書類を添えて申告します。

記
	家屋の内訳
	所在・地番
	

	
	家屋番号
	
	種類（用途）
	

	
	構　　　　造
	
	床面積
	　　㎡

	
	建築年月日
	年　　月　　日
	登記年月日
	年　　月　　日

	
	耐震改修工事
完了年月日
	年　　月　　日
	耐震改修工事
に要した費用
	円

	【３か月以内に提出できなかった理由】


☆下記処理欄は記入する必要がありません。
	備　　考
	
【受付時確認】
□　改修工事完了から３ヶ月以内である
□　記載内容に漏れがない
□　必要な添付書類が揃っている
	受付印
	処理日：　　年　　月　　日

	
	
	
	担当者
	確認者

	
	
	
	
	


■記入方法

１．申告者（納税義務者）の欄には，住宅耐震改修に伴う減額措置の適用を受ける家屋の納税義務者の住所又は所在、氏名又は名称、電話番号及び個人番号（法人の場合は法人番号）を記入してください。

２．代理人の欄には，納税義務者が法人の場合は法人を代表して申告する人，その他の代理人の場合はその代理人の住所，氏名及び電話番号を記入してください。
　　なお、法人又は代理人の場合は、納税義務者からの委任状を添付してください。
　
３．家屋の内訳欄には，所在・地番・家屋番号・用途・構造・床面積・建築年月日・登記年月日・耐震改修工事完了年月日・耐震改修工事に要した費用をそれぞれ記入してください。
なお，法人又は代理人の場合は，納税義務者からの委任状を添付してください。

■記入例

	家屋の内訳
	所在・地番
	大河原町字新南１９番地

	
	家屋番号
	１２－３
	種類（用途）
	専用住宅

	
	構　　　　造
	木造
	床面積
	１１２．１５㎡

	
	建築年月日
	Ｓ５7年１２月２０日
	登記年月日
	Ｓ５7年１２月２０日

	
	耐震改修工事
完了年月日
	R６年１０月１０日
	耐震改修工事
に要した費用
	５０万円



５．添付書類として、地方税法施行規則附則第７条第７項の規定に基づく証明書、住宅性能評価書、耐震改修に要した費用の確認ができる書類（領収書等）の写しを提出してください。

６．備考欄は職員が記入しますので，記載の必要はありません。

